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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査の名称 承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

海面漁業生産統計

調査 
20.2.7 ○ 漁業法及び水産資源保護法の一部を改正す

る法律（平成 19 年法律第 77 号）の施行に伴

い、「承認」を「許可」に書き換え、さらに漁

業の名称である「承認漁業」を「特定大臣許

可漁業」に改める。 

 なお、調査内容に変更はない。 

農林水産大臣

法人土地基本調査 20.2.8 ○ 諮問第３号の答申「平成 20 年に実施される

法人土地基本調査及び法人建物調査の計画に

ついて」（平成 20 年１月 21 日付け府統委第

34 号）を踏まえ、以下の変更を行う。 

１ 調査票 

 (1) Ａ４縦の調査票をＡ４横にレイアウトを

変更するとともに、プレプリント項目のチェ

ック欄を設ける。 

 (2) 調査事項「15 土地の利用現況」の選択肢

に「利用していない建物」を追加する。 

２ 調査対象 

 調査票Ｂ（※）の対象である放送施設用地は

送信所・中継所のみとし、本社施設・設備、

スタジオ等は除く。 

 ※ 簡易調査票である。 

３ オンライン調査方法の導入 

 オンラインにより調査票をダウンロードして

記入し、電子調査票で報告することが可能と

なるよう変更する。 

国土交通大臣

地方公務員給与 
実態調査 

20.2.29 ○ 給与構造改革に伴う制度改正、地方独立法

人法及び地方自治法の一部を改正する法律が

施行されたことを踏まえ、調査事項について

所要の改正が行なわれた。 

総 務 大 臣
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２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No．27181 

（旧 No．     ) 
H20.2.6 

国民生活基礎調査試験調査 

（世帯票） 
厚生労働大臣

No．27182 

（旧 No．     ) 
H20.2.6 

国民生活基礎調査試験調査 

（健康票） 
厚生労働大臣

No．27183 

（旧 No．     ) 
H20.2.6 

国民生活基礎調査試験調査 

（介護票） 
厚生労働大臣

No．27184 

（旧 No．     ) 
H20.2.6 

国民生活基礎調査試験調査 

（所得票） 
厚生労働大臣

No．27185 

（旧 No．     ) 
H20.2.6 

国民生活基礎調査試験調査 

（貯蓄票） 
厚生労働大臣

No．27186 

（旧 No．23339) 
H20.2.7 

法人建物調査 

（法人建物調査予備調査 調査票） 
国土交通大臣

No．27187 

（旧 No．23340) 
H20.2.7 

法人建物調査 

（法人建物調査予備調査 調査票追加分） 
国土交通大臣

No．27188 

（旧 No．     ) 
H20.2.8 

建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査 

（建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査

市場調査票） 

国土交通大臣

No．27189 

（旧 No．     ) 
H20.2.8 

建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査 

（建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査

事前調査票） 

国土交通大臣

No．27190 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第１号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27191 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第２号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27193 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第４号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27194 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第５号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27195 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第６号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27196 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第７号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27197 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第８号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27198 

（旧 No．     ) 
H20.2.15 

平成１９年度エネルギー消費統計調査 

（調査票第９号） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No．27199 

（旧 No．26789) 
H20.2.15 

民間企業の研究活動に関する調査 

（民間企業の研究活動に関する調査票） 
文部科学大臣
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No．27200 

（旧 No．26795) 
H20.2.18 

蚕糸業需給動向調査 

（製糸隔月報（器械製糸・国用製糸・器械玉糸）） 
農林水産大臣

No．27201 

（旧 No．26796) 
H20.2.18 

蚕糸業需給動向調査 

（生糸売買取引業者隔月報（生糸市場売買業者・生糸市場

外売買業者）） 

農林水産大臣

No．27202 

（旧 No．26797) 
H20.2.18 

蚕糸業需給動向調査 

（生糸売買取引業者隔月報（生糸輸出入業者）） 
農林水産大臣

No．27205 

（旧 No．26891) 
H20.2.22 

土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 

（土壌改良資材の生産量調査票） 
農林水産大臣

No．27206 

（旧 No．26892) 
H20.2.22 

土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 

（土壌改良資材の輸入量調査票） 
農林水産大臣

No．27207 

（旧 No．26895) 
H20.2.27 

新規就農者調査 

（就業状態調査票） 
農林水産大臣

No．27208 

（旧 No．26896) 
H20.2.27 

新規就農者調査 

（新規雇用者調査票） 
農林水産大臣

No．27209 

（旧 No．26063) 
H20.2.28 

平成２０年所得再分配調査 

（平成２０年所得再分配調査調査票） 
厚生労働大臣

No．27210 

（旧 No．23279) 
H20.2.28 

第４回全国家庭動向調査 

（第４回全国家庭動向調査世帯調査票） 
厚生労働大臣
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３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

108005 H20.2.8 第９期市政アドバイザー第４回意識調査 神戸市長 

108006 H20.2.28 
廃ペットボトルの輸出等市町村における独自処理に関する

実態調査 
環境大臣 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

208005 H20.2.4 福祉行政報告例 厚生労働大臣

208006 H20.2.21 新規就農者調査（新規参入者調査） 農林水産大臣

208007 H20.2.25 お客さまニーズ調査 神戸市長 

208008 H20.2.29 平成１９年度北九州市国際ビジネス実態調査 北九州市長 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 海面漁業生産統計調査 

【承認年月日】 平成２０年２月７日 

【指定番号】 ５４ 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 海面漁業の漁獲量等の生産実態を明らかにし、水産行政の基礎資料を整備する。 

【沿 革】 昭和２６年４月海面漁業漁獲統計調査として開始し、昭和２７年指定統計となり、昭和４８年４月に

現在の名称に変更し現在に至る。昭和５５年には調査事項の追加を行うとともに、集計事務の一部に電

算処理を導入した。平成７年には地方農政局統計情報部・同局統計情報事務所と本省間がオンライン化

されたことに伴い、局・事務所管内における集計結果を見る情報処理組織を使用して本省に送付するこ

とを導入した。平成１８年には，調査の範囲を従来の漁業経営体から，原則，水揚機関に変更すること

により，調査客体数の大幅な縮減を図るとともに，調査事項等について大幅な見直しを行い，また，漁

業センサスとの役割分担及び漁業に関する統計の体系的整備を図った。なお、指定漁業を営む場合は、

農林水産大臣の許可を必要とするとともに、漁獲成績報告書の提出を義務付けられているため、本調査

においては、この報告書（行政記録）を活用している。 

【調査の構成】 １－稼動量調査票，２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用），３－海面漁業

漁獲統計調査票（一括調査用），４－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用），

５－海面養殖業収獲統計調査票（一括調査用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「漁業・養殖業生産統計年報」（調査年の翌年４月３

０日） （表章）全国，大海区，県，市町村，漁業地域 

※ 

【調査票名】 １－稼動量調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯，事業所 （属性）漁業経営体，水揚機関 

【調査方法】 （選定）かつお，まぐろに係る漁業種類を営む漁業経営体，水揚機関 （客体数）１５，０００ 

（配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）毎年１月１日から１２月３１日 

（系統）農林水産省→地方農政局・地方農政事務所→統計・情報センター→調査員→報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査翌年の３月末日 

【調査事項】 １．漁業経営体名，２．漁業経営体住所，３．漁船名，４．漁船トン数，５．漁業種類，６．操

業水域，７．出漁日数 

※ 

【調査票名】 ２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組合 （属性）水揚機関，漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８００ ２，２００ （配布）調査員（水揚機関），一部の漁業

について漁業法に基づく漁獲成績報告書を利用，郵送（漁業経営体） （取集）調査員（水揚機

関），一部の漁業について漁業法に基づく漁獲成績報告書を利用，郵送（漁業経営体） （記入）

併用 （把握時）毎年１月１日から１２月３１日（かつお，まぐろ類及び資源回復計画対象魚種に

ついては，１月１日から６月３０日，７月１日から１２月３１日） （系統）農林水産省→地方農

政局・地方農政事務所→統計・情報センター→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）かつお，まぐろ類及び資源回復計画対象魚種については上・下半期 （実施期日）年

間の調査については調査翌年の３月末日（資源回復計画対象魚種は７月３１日及び１月３１日） 

【調査事項】 １．漁業種類名，２．操業水域，３．魚種別漁獲量，４．従業員数及び専兼業状況 

※ 

【調査票名】 ３－海面漁業漁獲統計調査票（一括調査用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）水揚機関，漁業経営体 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 

（把握時）毎年１月１日から１２月３１日（かつお，まぐろ類及び資源回復計画対象魚種について

は，１月１日から６月３０日，７月１日から１２月３１日） （系統）農林水産省→地方農政局→

地方農政事務所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）かつお，まぐろ類及び資源回復計画対象魚種については上・下半期 （実施期日）翌

年の３月末日（資源回復計画対象魚種は７月３１日及び１月３１日） 

【調査事項】 １．漁業種類名，２．漁労体数，３．１漁労体当たり平均出漁日数，４．１漁労体１日当たり平

均漁獲量 
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※ 

【調査票名】 ４－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯，事業所，組合 （属性）水揚機関，漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３００ ２００ （配布）職員（水揚機関），郵送（漁業経営

体） （取集）職員（水揚機関），郵送（漁業経営体） （記入）併用 （把握時）毎年１月１日

から１２月３１日（のり・かきについては，１月１日から６月３０日，７月１日から１２月３１

日） （系統）農林水産省→地方農政局・地方農政事務所→統計・情報センター→（調査員）→報

告者 

【周期・期日】 （周期）のり，かきについては上・下半期 （実施期日）年間の調査については調査翌年の３

月末日，のり・かきについては上・下半期の翌月末日 

【調査事項】 １．養殖魚種別収獲量，２．年間種苗販売量，３．年間投餌量 

※ 

【調査票名】 ５－海面養殖業収獲統計調査票（一括調査用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）水揚機関，漁業経営体 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把

握時）毎年１月１日から１２月３１日（のり，かきについては，１月１日から６月３０日，７月１

日から１２月３１日） （系統）農林水産省→地方農政局・地方農政事務所→統計・情報センター

→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）のり，かきについては上・下半期 （実施期日）調査翌年の３月末日 

【調査事項】 １．養殖魚種名，２．養殖方法名，３．総施設面積，４．１施設当たり平均面積，５．１施設当

たり平均収獲量 
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【調査名】 漁業センサス 

【承認年月日】 平成２０年２月６日 

【指定番号】 ６７ 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計情報部構造統計課 

【目 的】 我が国漁業の生産構造，就業構造及び漁村，水産物流通・加工業等の漁業を取りまく実態を明らかに

するとともに，我が国の水産行政の推進に必要な基礎資料を整備する。 

【沿 革】 第１次漁業センサスは，農林水産業調査（指定統計第３号）の一環として昭和２４年３月１日現在で

行われた。第２次漁業センサス（昭和２９年１月１日。準備調査と漁業従事者世帯調査は，昭和２８年

１１月１日現在）から指定統計第６７号として５年目ごとに行う方針がとられたが，昭和３３年には，

これに代えて，沿岸漁業臨時調査（指定統計第９６号）が行われた。 

【調査の構成】 １－漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用），２－漁業経営体調査票Ⅱ（会社用），３－漁業経営

体調査票Ⅲ（漁業協同組合等用），４－漁業経営体調査票Ⅳ（共同経営用），５－漁業管理組織調

査票，６－海面漁業地域調査票，７－内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用），８－内水面漁

業経営体調査票Ⅱ（会社・団体用），９－内水面漁業地域調査票，１０－魚市場調査票，１１－冷

凍・冷蔵，水産加工場調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）全国結果について，その概要を平成２１年８月３１日

までに公表し，また調査結果の詳細については逐次公表。 （表章）都道府県，市区町村，漁業地

区，内水面漁業地域等 

※ 

【調査票名】 １－漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２６，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日まで

の１年間 （系統）農林水産省→都道府県→市区町村→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．世帯について，（１）世帯員すべての人数，（２）家としての専業・兼業，（３）自家漁業
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の後継者の有無，（４）漁業を行った人，２．自家漁業に雇った人，（１）海上作業に雇った人

数，（２）陸上作業に雇った人数，３．漁船，（１）過去１年間に使用した漁船，（２）無動力漁

船と船外機付漁船の隻数，（３）動力漁船，４．漁業経営について，（１）過去１年間に自家漁業

で行ったすべての漁業種類，（２）地方選定漁業種類について，（３）海面養殖業，（４）過去１

年間の漁獲物・収穫物の販売金額について，（５）過去１年間のすべての漁獲物・収穫物の出荷先 

※ 

【調査票名】 ２－漁業経営体調査票Ⅱ（会社用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日までの１

年間 （系統）農林水産省→都道府県→市区町村→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．事業所の概要，（１）本社・支社の区分と会社の種類，（２）１１月１日現在の従業者数，

２．漁業の従業者，（１）海上作業の従業者数，（２）陸上作業の従業者数，３．漁船，（１）過

去１年間に使用した漁船，（２）無動力漁船と船外機付漁船の隻数，（３）動力漁船，４．漁業経

営について，（１）過去１年間に行ったすべての漁業種類，（２）地方選定漁業種類について，

（３）海面養殖業，（４）過去１年間の漁獲物・収穫物の販売金額について，（５）過去１年間の

すべての漁獲物・収穫物の出荷先，５．本所・本社の場合は支所・支社も含めた会社全体について 

※ 

【調査票名】 ３－漁業経営体調査票Ⅲ（漁業協同組合等用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組合，経営体 （属性）漁業協同組合，漁業生産組合，漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日までの１年

間 （系統）農林水産省→都道府県→市区町村→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．貴組合が直接行った漁業の従事者，（１）海上作業の従事者数，（２）陸上作業の従事者



 - 14 -

数，２．漁船，（１）過去１年間に使用した漁船，（２）無動力漁船と船外機付漁船の隻数，

（３）動力漁船，３．漁業経営について，（１）過去１年間に行ったすべての漁業種類，（２）地

方選定漁業種類について，（３）海面養殖業，（４）過去１年間の漁獲物・収穫物の販売金額につ

いて，（５）過去１年間のすべての漁獲物・収穫物の出荷先について 

※ 

【調査票名】 ４－漁業経営体調査票Ⅳ（共同経営用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）共同経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日までの１

年間 （系統）農林水産省→都道府県→市区町村→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．共同経営について，（１）出資金，（２）出資した人数，２．共同経営の漁業を行った人，

（１）海上作業を行った人数，（２）陸上作業を行った人数，３．漁船，（１）過去１年間に使用

した漁船，（２）無動力漁船と船外機付漁船の隻数，（３）動力漁船，４．漁業経営について，

（１）過去１年間に行ったすべての漁業種類，（２）地方選定漁業種類について，（３）海面養殖

業，（４）過去１年間の漁獲物・収穫物の販売金額について，（５）過去１年間のすべての漁獲

物・収穫物の出荷先について 

※ 

【調査票名】 ５－漁業管理組織調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組織 （属性）漁業管理組織 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２０年１１月１日現在及び平成１５年１月１日から平成１９年１２月３１日までの５年

間 （系統）農林水産省→地方統計組織（地方農政局→統計・情報センター）→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．１１月１日現在の参加漁業経営体，（１）管理組織に参加している漁業経営体数，（２）管

理対象漁業種類別の参加漁業経営体数，（３）参加漁業経営体がある地域範囲について，２．漁業
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管理，（１）過去５年間に自主的な漁業管理を行ったすべての管理対象魚種，（２）過去５年間に

行った漁業管理の内容，（３）過去５年間に行った漁業管理に係る調整について 

※ 

【調査票名】 ６－海面漁業地域調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地域 （属性）漁業地域 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２０年１１月１日現在，平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日までの１年

間及び平成１５年１月１日から平成１９年１２月３１日までの５年間 （系統）農林水産省→地方

統計組織（地方農政局→統計・情報センター）→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．生産条件，（１）漁業環境の変化，（２）遊漁の状況，２．活性化の取組，（１）過去１年

間に漁業協同組合が実施した都市との交流活動の取組について，取組の参加人数，（２）漁業協同

組合の運営する水産物直売所の施設数及び過去１年間の利用者数（来場者数） 

※ 

【調査票名】 ７－内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，３００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日までの１

年間 （系統）農林水産省→地方統計組織（地方農政局→統計・情報センター）→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．世帯について，（１）世帯員すべての人数，（２）家としての専業・兼業，（３）自家漁業

の後継者の有無，（４）漁業を行った人，２．湖沼漁業，（１）過去１年間の湖上作業に雇った人

数，（２）家として過去１年間に湖上作業を行った日数，（３）漁業種類，（４）魚種，（５）過

去１年間の漁獲物（湖沼養殖の収穫物を含む）の販売金額について，（６）漁船，３．内水面養殖

業，（１）過去１年間の養殖業に雇った人数，（２）過去１年間の収穫物（養殖業）の販売金額に

ついて，（３）養殖種類，（４）養殖方法 



 - 16 -

※ 

【調査票名】 ８－内水面漁業経営体調査票Ⅱ（会社・団体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日までの１

年間 （系統）農林水産省→地方統計組織（地方農政局→統計・情報センター）→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．湖沼漁業，（１）過去１年間の湖上作業の従業者数，（２）過去１年間に湖上作業を行った

日数，（３）漁業種類，（４）魚種，（５）過去１年間の漁獲物（湖沼養殖の収穫物を含む）の販

売金額について，（６）漁船，２．内水面養殖業，（１）過去１年間の養殖業の従業者数，（２）

過去１年間の収穫物（養殖業）の販売金額について，（３）養殖種類，（４）養殖方法 

※ 

【調査票名】 ９－内水面漁業地域調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地域 （属性）漁業地域 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日までの１年

間 （系統）農林水産省→地方統計組織（地方農政局→統計・情報センター）→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．組合員数，２．生産条件，（１）漁業環境，（２）遊漁の状況，３．活性化の取組，（１）

過去１年間に漁業協同組合が実施した都市との交流活動の取組について，取組の参加人数，（２）

漁業協同組合の運営する水産物直売所の施設数及び過去１年間の利用者数（来場者数）について 

※ 

【調査票名】 １０－魚市場調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）魚市場 （属性）魚市場 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの１年間 
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（系統）農林水産省→地方統計組織（地方農政局→統計・情報センター）→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．魚市場の中で水揚げ又は搬入された漁獲物を卸売りするために使用できる売場の最大面積，

２．魚市場に所属する水産物卸売業者と水産物買受人の業者数，３．魚市場における過去１年間の

取扱高について，４．魚市場において水産物の品質・衛生等の管理を目的として設置されている機

器について 

※ 

【調査票名】 １１－冷凍・冷蔵，水産加工場調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）工場 （属性）水産物冷凍工場・水産物冷蔵工場及び水産加工場 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）平成２０年１１月１日現在及び平成１９年１１月１日から平成２０年１０月３１日まで

の１年間 （系統）農林水産省→地方統計組織（地方農政局→統計・情報センター）→調査員→報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月１日 

【調査事項】 １．事業者の概要，（１）過去１年間に事業所で営んだ事業について，（２）事業所における従

業者数，２．冷凍・冷蔵工場，（１）事業所の冷凍・冷蔵の用途について，（２）過去１年間に事

業所の冷凍・冷蔵庫を利用した利用者について，（３）事業所の冷凍・冷蔵庫の冷蔵能力（収容ト

ン数）及び１日当たりの凍結能力，３．水産加工業，（１）過去１年間に事業所で生産したすべて

の水産加工品について，種類ごとの生産量，（２）過去１年間に事業所で生産したすべての水産加

工品について，年間の販売金額が最も多かった種類，（３）過去１年間の事業所における水産加工

品の販売金額について，（４）過去１年間の事業所における原材料（水産物植物）の仕入れ状況に

ついて，（５）製品製造の工程管理内容について 
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【調査名】 地方公務員給与実態調査 

【承認年月日】 平成２０年２月２９日 

【指定番号】 ７６ 

【実施機関】 総務省自治行政局 

【目 的】 地方公務員の給与の実態を明らかにし，あわせて地方公務員の給与に関する制度の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－地方公務員給与実態調査調査票（一般職用），２－地方公務員給与実態調査調査票（特別職

に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調査） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）総務省広報紙（誌）及びインターネット（総務省ホー

ムページ）（調査の期日の属する年の翌年３月３１日までに公表） （表章）都道府県，市区町村 

※ 

【調査票名】 １－地方公務員給与実態調査調査票（一般職用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）一般職に属する地方公務員のうち次に掲げる者以外の

者 ・臨時又は非常勤の者 ・災害基本法第３１条の規定により派遣を受けた者 ・未帰還職員 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日現

在 （系統）総務省→都道府県（市区町村等）→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年４月 

【調査事項】 １．団体名，所属公署部課名，氏名，職員番号，生年月日，満年齢月数，性別 ２．会計区分，

職種区分番号，職務上の地位区分番号，職務区分番号，最終学歴，給与決定上の学歴，採用時にお

ける前歴の有無，採用年月，資格又は免許名，資格・免許取得年月 ３．経験月数（在職月数，前

歴換算経験月数，調整月数） ４．給料（給与月額，給料月額，給料の調整額，扶養手当（支給月

額，配偶者，配偶者以外の者），地域手当，通勤手当） ５．年間給与 

※ 

【調査票名】 ２－地方公務員給与実態調査調査票（特別職に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調

査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）特別職に属する地方公務員のうち次に掲げる者の属する

給与事務担当官 ・知事，市町村長又は特別区の区長 ・副知事又は副市町村長 ・出納長又は収
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入役 ・議会の議員 ・地方自治法第１８０条の５第１項第１号から第３号までに掲げる委員会の

委員及び同項第４号に掲げる委員並びに同条第２項各号又は同条第３項各号に掲げる委員会の委

員 ・地方公営企業管理者 ・特定地方独立行政法人の理事長，副理事長，理事及び監事 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日現

在 （系統）総務省→都道府県→市区町村等→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年４月 

【調査事項】 １．所属する都道府県名・指定都市名又は市区町村名 ２．職種区分 ３．（年額・月額・日

額）定数 ４．（年額・月額・日額）１人当たり給与（報酬）額 ５．適用年月日 
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【調査名】 法人土地基本調査 

【承認年月日】 平成２０年２月８日 

【指定番号】 １２１ 

【実施機関】 国土交通省土地・水資源局土地情報課 

【目 的】 我が国の法人（国及び地方公共団体以外の法人のうち，本邦に本所，本社又は本店を有するもの）が

所有する土地の所有及び利用の状況を明らかにすることにより、全国及び地域別の土地に関する基礎資

料を得ること。 

【沿 革】 平成５年に「土地基本調査法人調査」の名称で承認統計調査として実施され，平成１０年に現在の名

称に変更し，指定統計調査として実施されている。 

【調査の構成】 １－法人土地基本調査調査票Ａ，２－法人土地基本調査調査票Ａ追加分，３－法人土地基本調査

調査票Ｂ，４－法人土地基本調査調査票Ｂ追加分 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「速報」（調査後１年以内），「報告書」

（調査後２年以内），インターネットによる提供を予定 （表章）全国・都道府県・政令指定都

市・県庁所在市 

※ 

【調査票名】 １－法人土地基本調査調査票Ａ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）国及び地方公共団体以外の法人で、本邦に本所、本社又

は本店を有するもののうち，資本金１億円以上の会社法人については全法人，資本金１億円未満の

会社法人及び会社法人以外の法人については国土交通大臣が定める方法により選定する法人 （抽

出枠）「事業所・企業データベース」「平成１９年企業の土地取得状況等に関する調査名簿」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９０，０００／母１，８６０，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１月１日現在 （系統）資本金１億円以上の会社法人：

国土交通省→報告者，資本金１億円未満の会社法人及び会社法人以外の法人：国土交通省→報告者

→都道府県→国土交通省，オンラインでの提出法人：国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年９月１５日～１０月３１日 

【調査事項】 １．法人に関する事項，（１）法人の名称，（２）法人の本所・本社又は本店の所在地，（３）
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組織形態，（４）資本金，出資金又は基金の額，（５）業種，（６）常用雇用者数，（７）支所・

支社又は支店の数，２．土地の所有状況に関する事項，（１）所有する土地の有無，（２）本所，

本社・本店の敷地の所有状況，３．宅地などに関する事項，（１）所在地，（２）土地の所有形

態，（３）土地の所有面積，（４）土地の取得時期，（５）土地の貸与の有無，（６）土地の利用

現況，４．農地・林地に関する事項，（１）所在地，（２）土地面積の合計，５．他者への販売を

目的として所有する土地に関する事項，（１）所在地，（２）土地面積の合計 

※ 

【調査票名】 ２－法人土地基本調査調査票Ａ追加分 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）国及び地方公共団体以外の法人で、本邦に本所、本社又

は本店を有するもののうち，資本金１億円以上の会社法人については全法人，資本金１億円未満の

会社法人及び会社法人以外の法人については国土交通大臣が定める方法により選定する法人 （抽

出枠）「事業所・企業データベース」「平成１９年企業の土地取得状況等に関する調査名簿」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９０，０００／母１，８６０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１月１日 （系統）資本金１億

円以上の会社法人：国土交通省→報告者，資本金１億円未満の会社法人及び会社法人以外の法人：

国土交通省→報告者→都道府県→国土交通省，オンラインでの提出：国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年９月１５日～１０月３１日 

【調査事項】 １．宅地などに関する事項，（１）所在地，（２）土地の所有形態，（３）土地の所有面積，

（４）土地の取得時期，（５）土地の貸付の有無，（６）土地の利用現況，２．農地・林地に関す

る事項，（１）所在地，（２）土地の所有面積，３．他者への販売を目的として所有する土地（棚

卸資産）に関する事項，（１）所在地，（２）土地面積の合計（宅地他，農地，林地） 

※ 

【調査票名】 ３－法人土地基本調査調査票Ｂ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）国及び地方公共団体以外の法人で，本邦に本所，本社又

は本店を有するもののうち，資本金１億円以上の会社法人については全法人，資本金１億円未満の

会社法人及び会社法人以外の法人については国土交通大臣が定める方法により選定する法人 （抽
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出枠）「事業所・企業データベース」の単独事業所，本所・本社・本店の事業所，「宗教年鑑」，

各都道府県の所有する法人名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び有意抽出 （客体数）７００／母１，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１月１日現在 （系統）資本金

１億円以上の会社法人：国土交通省→報告者，資本金１億円未満の会社法人及び会社法人以外の法

人：国土交通省→報告者→都道府県→国土交通省，オンラインでの提出法人：国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年９月１５日～１０月３１日 

【調査事項】 １．電気業における「送配電施設用地，変電施設用地，発電所用地」，ガス業における「ガス供

給施設用地」，国内電気通信業・国際電気通信業における「通信施設用地」，放送業における「放

送施設用地」及び鉄道業における「停車場用地，鉄軌道用地など及び鉄道林用地」並びに「道路用

地（未共用を含む）」に関する事項（都道府県ごと），（１）所在地，（２）土地の用途，（３）

件数，（４）土地面積の合計 

※ 

【調査票名】 ４－法人土地基本調査調査票Ｂ追加分 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）国及び地方公共団体以外の法人で，本邦に本所，本社又

は本店を有するもののうち，資本金１億円以上の会社法人については全法人，資本金１億円未満の

会社法人及び会社法人以外の法人については国土交通大臣が定める方法により選定する法人 （抽

出枠）「事業所・企業データベース」の単独事業所，本所・本社・本店の事業所，「宗教年鑑」，

各都道府県の所有する法人名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）７００／母１，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年１月１日現在 （系統）資本金１億円以上の会社法人：国土

交通省→報告者，資本金１億円未満の会社法人及び会社法人以外の法人：国土交通省→報告者→都

道府県→国土交通省，オンラインでの提出法人：国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年９月１５日～１０月３１日 

【調査事項】 １．電気業における「送配電施設用地，変電施設用地，発電所用地」，ガス業における「ガス供

給施設用地」，国内電気通信業・国際電気通信業における「通信施設用地」，放送業における「放
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送施設用地」及び鉄道業における「停車場用地，鉄軌道用地など及び鉄道林用地」並びに「道路用

地（未共用を含む）」に関する事項（都道府県ごと），（１）所在地，（２）土地の用途，（３）

件数，（４）土地面積の合計 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 国民生活基礎調査試験調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課国民生活基礎調査室 

【目 的】 これまで調査員が世帯を訪問し，面接聞き取りの上，調査票に記入する他計方式で行ってきた国民生

活基礎調査所得票について，調査員があらかじめ配布した調査票に世帯員が自ら記入し，後日，調査員

が回収する自計方式で行うことが可能かを検証すること（所得票自計化試験調査），また，時期や調査

経路を分けて実施してきた国民生活基礎調査の５種類の調査票を同時実施した場合，調査票への回答に

影響があるか，さらに，不在世帯等に対して郵送回収を導入することに問題があるかを検証すること

（全票同時実施試験調査）の二つの試験調査を行い，今後の国民生活基礎調査の企画に反映させること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－世帯票，２－健康票，３－介護票，４－所得票，５－貯蓄票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）内部資料として公表しない （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－世帯票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８１ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岩手県，宮城県，福島県，群馬県，埼玉県，東京都，石川県，愛知県，三重県，滋賀

県，大阪府，山口県，徳島県，福岡県，宮崎県，札幌市，神戸市，北九州市 （単位）世帯 （属

性）平成２０年国民生活基礎調査の非実施調査区 （抽出枠）平成１７年国勢調査区 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，２５０／母４７，０００，０００ （配布）調査員 （取

集）併用 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１０日現在 （系統）厚生労働省→都道府県

（→保健所設置市・特別区）→保健所→調査員→報告者，厚生労働省→都道府県（→市・特別区及

び福祉事務所を設置する町村）→福祉事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月１０日 

【調査事項】 （世帯用）１．世帯員数，２．単独世帯の状況，３．同居していない人の状況，４．住居の種
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類，５．室数及び床面積，６．調査年の６月中の家計出総額，７．育児にかかった費用，８．仕送

りの費用，（世帯員用）１．最多所得者，２．世帯主との続柄，３．性，４．出生年月，５．配偶

者の有無，６．医療保険の加入状況，７．公的年金・恩給の受給状況，８．乳幼児の保育状況，

９．手助けや見守りの要否，１０．教育（学歴），１１．公的年金の加入状況，１２．調査年の６

月中の仕事の状況，１３．一週間の就業日数，１４．就業開始時期，１５．仕事の内容（職業分

類），１６．勤めか自営かの別，１７．就業希望の有無，１８．別居している子の有無 

※ 

【調査票名】 ２－健康票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８２ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岩手県，宮城県，福島県，群馬県，埼玉県，東京都，石川県，愛知県，三重県，滋賀

県，大阪府，山口県，徳島県，福岡県，宮崎県，札幌市，神戸市，北九州市 （単位）世帯 （属

性）平成２０年国民生活基礎調査の非実施調査区 （抽出枠）平成１７年国勢調査区 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，２５０／母４７，０００，０００ （配布）調査員 （取

集）併用 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１０日現在 （系統）厚生労働省→都道府県

（→保健所設置市・特別区）→保健所→調査員→報告者，厚生労働省→都道府県（→市・特別区及

び福祉事務所を設置する町村）→福祉事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月１０日 

【調査事項】 １．入院等の状況，２．体の具合の悪いところについての自覚症状の有無，自覚症状，３．治療

の状況，４．通院等の状況，５．傷病名，６．病気の治療・予防のために支払った費用の額，７．

健康上の問題の日常生活への影響の有無，８．健康上の問題で活動できなかった日数，９．現在の

健康状態，１０．悩みやストレスの状況，１１．喫煙の状況，１２．健康診断・人間ドック等の受

診状況，１３．がん検診の受診状況 

※ 

【調査票名】 ３－介護票 
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【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８３ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岩手県，宮城県，福島県，群馬県，埼玉県，東京都，石川県，愛知県，三重県，滋賀

県，大阪府，山口県，徳島県，福岡県，宮崎県，札幌市，神戸市，北九州市 （単位）世帯 （属

性）対象調査区内の介護保険法の要介護者及び要支援者 （抽出枠）平成１７年国勢調査区 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，２５０／母４７，０００，０００ （配布）調査員 （取

集）併用 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１０日現在 （系統）厚生労働省→都道府県

（→保健所設置市・特別区）→保健所→調査員→報告者，厚生労働省→都道府県（→市・特別区及

び福祉事務所を設置する町村）→福祉事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月１０日 

【調査事項】 １．回答者の区分（要介護者等の本人，主な介護者，配偶者・子・父母等の別），２．性，３．

生年月日，４．現在及び１年前の要介護度の状況，５．介護が必要となった原因，６．利用した居

宅サービス，７．介護保険によるサービスを利用していない理由，８．１日の平均的な介護時間，

９．主な介護者以外の介護者の状況，１０．介護内容別の介護者，１１．事業者に支払った居宅サ

ービスの自己負担額，１２．介護保険料所得段階，１３．６月中の介護費用の原資（収入，貯蓄

等） 

※ 

【調査票名】 ４－所得票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８４ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岩手県，宮城県，福島県，群馬県，埼玉県，東京都，石川県，愛知県，三重県，滋賀

県，大阪府，山口県，徳島県，福岡県，宮崎県，札幌市，神戸市，北九州市 （単位）世帯 （属

性）平成２０年国民生活基礎調査の非実施調査区 （抽出枠）平成１７年国勢調査区 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，５００／母４７，０００，０００ （配布）調査員 （取
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集）併用 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１０日現在 （系統）厚生労働省→都道府県

（→保健所設置市・特別区）→保健所→調査員→報告者，厚生労働省→都道府県（→市・特別区及

び福祉事務所を設置する町村）→福祉事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月１０日 

【調査事項】 １．世帯に係る事項，（１）単身赴任等の世帯区分，（２）生活意識の状況，（３）生活扶助の

状況，２．世帯員に係る事項，（１）性，（２）出生年月，（３）所得の種類別金額（雇用者所

得，事業所得，農耕・畜産所得，家内労働者所得，財産所得，社会保障給付金（公的年金，雇用保

険，児童手当等，その他の社会保障給付金），仕送り，企業年金・個人年金等，その他の所得の

別），（４）課税等状況別の金額（所得税，住民税，社会保険料（医療保険，年金保険，介護保

険，その他），固定資産税の別），（５）企業年金・個人年金等の掛金の金額，（６）扶養親族の

有無等 

※ 

【調査票名】 ５－貯蓄票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８５ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岩手県，宮城県，福島県，群馬県，埼玉県，東京都，石川県，愛知県，三重県，滋賀

県，大阪府，山口県，徳島県，福岡県，宮崎県，札幌市，神戸市，北九州市 （単位）世帯 （属

性）平成２０年国民生活基礎調査の非実施調査区 （抽出枠）平成１７年国勢調査区 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，２５０／母４７，０００，０００ （配布）調査員 （取

集）併用 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１０日現在 （系統）厚生労働省→都道府県

（→保健所設置市・特別区）→保健所→調査員→報告者，厚生労働省→都道府県（→市・特別区及

び福祉事務所を設置する町村）→福祉事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月１０日 

【調査事項】 １．貯蓄の有無（預金，貯蓄型保険の払い込み保険料，株式・債権等，財形貯蓄・社内預金等そ

の他の預貯金の別）及び合計金額，２．貯蓄残高の増減及びその理由，３．借入金の有無及び合計
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金額 



 - 32 -

【調査名】 法人建物調査 

【実施機関】 国土交通省土地・水資源局土地情報課 

【目 的】 法人土地基本調査に附帯して実施し，土地と建物を一体的として把握することにより，土地政策の推

進に資するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－法人建物調査予備調査 調査票，２－法人建物調査予備調査 調査票追加分 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」調査後２年以内に公

表，速報は調査後１年以内に公表 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－法人建物調査予備調査 調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８６ 調査票承認番号（旧）２３３３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）本邦に本所・本社・本店を有する法人のうち，国及び地

方公共団体を除くもの （抽出枠）事業所・企業データベース，企業の土地取得状況等に関する調

査名簿等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４９０，０００／母１，８６０，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１月１日現在 （系

統）国土交通省→報告者，国土交通省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１０月３１日 

【調査事項】 １．法人の名称，２．所有する建物の有無，３．所有している建物について（１）工場敷地以外

にある延べ床面積２００平方メートル未満の建物の棟数，（２）工場敷地以外にある延べ床面積２

００平方メートル以上の建物の所在地，延べ床面積，構造，建築時期，敷地の権原，建物の利用現

状，建物の貸付の有無），（３）工場敷地内にある建物の所在地，延べ床面積，構造，建築時期，

敷地の権原，建物の有形固定資産の帳簿価格，減価償却額及び減価償却累計額 

※ 

【調査票名】 ２－法人建物調査予備調査 調査票追加分 
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【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８７ 調査票承認番号（旧）２３３４０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）本邦に本所・本社・本店を有する法人のうち，国及び地

方公共団体を除くもの （抽出枠）事業所・企業データベース，企業の土地取得状況等に関する調

査名簿等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４９０，０００／母１，８６０，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１月１日現在 （系

統）国土交通省→報告者，国土交通省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１０月３１日 

【調査事項】 １．法人の名称（１）工場敷地以外にある延べ床面積２００平方メートル以上の建物の所在地，

延べ床面積，構造，建築時期，敷地の権原，建物の利用現況，建物の貸付の有無，（２）工場敷地

にある建物の所在地，延べ床面積，構造，建築時期，敷地の権原，建物の有形固定資産の帳簿価

格，減価償却額及び減価償却累計額 
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【調査名】 建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部 

【目 的】 平成２０年度から実施を予定する「建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）」の実施に先立

ち，標本設計の基礎資料を得る。また，リフォーム・リニューアル業界の実態を把握するとともに，リ

フォーム・リニューアル工事の一般的な定義確認を行うものである。 

【調査の構成】 １－建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査市場調査票，２－建築物リフォー

ム・リニューアル調査（仮称）試験調査事前調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（企業等の概要・企業

等のリフォーム・リニューアル工事の受注高・企業等の従業者数・フランチャイズまたは業界団体

への参加状況） （表章）全国 

【経 費】 １３，５８５千円 

※ 

【調査票名】 １－建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査市場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び企業 （属性）建設業許可業者 （抽出枠）建設工事施工統

計調査の対象業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，５００／母５２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）受注高は平成１８年４月～平成１９年３月，その他については平成１９

年４月１日現在 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年２月１０日 

【調査事項】 １．企業等の概要（１）名称，（２）所在地，（３）建設業許可番号，（４）建築士事務所登録

の種別，（５）経営組織，（６）資本金・出資金，（７）リフォーム・リニューアル専門の組織の

有無，２．リフォーム・リニューアル工事の年間受注高（１）増築工事・改築工事（全部・一部の

別）・改装等工事の別，（２）非住宅・住宅別，（３）元請・下請別の受注件数・受注額，３．企
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業等の従業者数（１）常勤の従業者数，（２）各技能資格別の技術者数，（３）特定の工構法に関

する研修受講・技能習得者数，４．フランチャイズ又は業界団体への参加状況（加盟していフラン

チャイズ・業界団体の名称），５．リフォーム・リニューアルに関する意識（リフォーム・リニュ

ーアル工事と考える工事額及び工事内容） 

※ 

【調査票名】 ２－建築物リフォーム・リニューアル調査（仮称）試験調査事前調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８９ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び企業 （属性）建設工事施工統計調査の対象業者名簿 （抽

出枠）建設業許可業者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６４０／母５２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１９年７月～平成１９年９月 （系統）国土交通省→民間調査機関→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年２月１０日 

【調査事項】 １．企業等の概要（１）名称，（２）所在地，（３）建設業許可番号，（４）経営組織，（５）

資本金・出資金，２．リフォーム・リニューアル工事の受注高（１）増築工事・改築工事（全部・

一部の別）・改装工事の別，（２）非住宅・住宅別，（３）元請・下請別の受注件数・受注額，

３．建築物リフォームリニューアル工事の受注内容（１）建物の用途・構造・築年数・権利関係，

（２）工事の種類・工事目的，特定目的対応・工事内容・発注者・着工月・工期・受注額等，４．

調査内容に関する意見・要望 
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【調査名】 平成１９年度エネルギー消費統計調査 

【実施機関】 資源エネルギー庁長官官房総合政策課 

【目 的】 我が国の産業部門・業務部門におけるエネルギー消費実態を産業別・都道府県別に把握し，エネルギ

ー・環境政策の企画・立案に資することを目的とする． 

【調査の構成】 １－調査票第１号，２－調査票第２号，３－調査票第４号，４－調査票第５号，５－調査票第６

号，６－調査票第７号，７－調査票第８号，８－調査票第９号 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年末「調査結果報告書」及びホー

ムページで公表予定 （表章）全国 

【経 費】 ７００，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－調査票第１号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９０ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）産業大分類Ａ農業のうち小分類０１１耕種農業及び０

１２畜産農業を除き，調査票第２～９号に属さない事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統

計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６０，０００／母６，０００，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネ

ルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．電力消費について（年間購入電力量，消費量計もしくは金額

計，契約会社，契約種別），３．燃料消費について（種類別年間消費量計もしくは金額計等），

４．熱源別の年間消費状況（購入，受入量もしくは金額計等），５．自家発電について（種類，年

間発電量等），６．従業員数，７．延べ床面積，８．売上高・営業収入 

※ 
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【調査票名】 ２－調査票第２号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９１ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類のうち，Ｂ林業，Ｃ漁業，

Ｄ鉱業，Ｅ建設業，小分類０１３農業サービス業（園芸サービス業を除く），０１４園芸サービス

業に属する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，０００／母６，０００，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネルギ

ー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．電力消費について（年間購入電力量，消費量計もしくは金額

計，契約会社，契約種別），３．燃料消費について（種類別年間消費量計もしくは金額計等），

４．熱源別の年間消費状況（購入，受入量もしくは金額計等），５．自家発電について（種類，年

間発電量等），６．従業員数，７．延べ床面積，８．売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ３－調査票第４号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９３ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成１８年度エネルギー消費統計調査（仮称）予備調

査の調査票第１号及び第２号で建物全体のエネルギーについて把握していると回答した事業所 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４００／母６，０００，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネルギー庁

→民間調査機関→報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．ビル等（使用建物）建物の延べ床面積，３．電力消費について

（年間購入電力量等），４．燃料消費について（種類，消費量計等），５．熱源について（種類，

購入・受入量計等），６．自家発電の状況（種類，発電量合計等） 

※ 

【調査票名】 ４－調査票第５号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９４ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネ法）指

定工場（第１種，第２種）のうち，ビルオーナー等 （抽出枠）エネルギー合理化に関する法律

（省エネ法）定期報告 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，０００／母３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネルギー庁→報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．ビル等（使用建物）建物の延べ床面積，３．電力消費について

（年間購入電力量等），４．燃料消費について（種類，消費量計等），５．熱源について（種類，

購入・受入量計等），６．自家発電の状況（種類，発電量合計等） 

※ 

【調査票名】 ５－調査票第６号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９５ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネ法）指

定工場（第１種，第２種）のうち，ビルを除く事業所（第５号，第７号を除く） （抽出枠）エネ
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ルギーの合理化に関する法律（省エネ法）定期報告 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，５００／母９，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネルギー庁→民

間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．電力消費について（年間購入電力量，消費量計もしくは金額

計，契約会社，契約種別），３．燃料消費について（種類別年間消費量計もしくは金額計等），

４．熱源別の年間消費状況（購入，受入量もしくは金額計等），５．自家発電について（種類，年

間発電量等），６．従業員数，７．延べ床面積，８．売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ６－調査票第７号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９６ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）熱供給事業法に基づく事業の許可を受けた熱供給事業

者，第５号，第６号を除く省エネ法定期報告対象事業場のうち熱供給業及び平成１８年度エネルギ

ー消費統計調査（仮称）予備調査で熱を発生かつ販売している事業者 （抽出枠）熱供給事業法に

基づく事業の許可を受けた熱供給事業者及びエネルギーの合理化に関する法律（省エネ法）定期報

告 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１８３／母１８３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネルギー庁→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．電力消費について（年間購入電力量、消費量計もしくは金額

計，契約会社，契約種別），３．燃料消費について（種類別年間消費量計もしくは金額計等），

４．熱源別の年間消費状況（購入，受入量もしくは金額計等），５．自家発電について（種類，年
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間発電量等），６．従業員数，７．延べ床面積，８．売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ７－調査票第８号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９７ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）電気事業法に基づく事業を許可を受けた一般電気事業

者，特定電気事業者及び届け出た特定規模電気事業者 （抽出枠）電気事業法に基づく事業を許可

を受けた一般電気事業者，特定電気事業者及び届け出た特定規模電気事業者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０／母３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネルギー庁→民間調査機関→

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．産業別電力需要実績（種別，使用電力量），３．電力需要実績

（種別，使用電力量） 

※ 

【調査票名】 ８－調査票第９号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）ガス事業法に基づき事業を許可された一般ガス事業者

及び届け出たガス導管事業者並びに大口ガス事業者 （抽出枠）ガス事業法に基づき事業を許可さ

れた一般ガス事業者及び届け出たガス導管事業者並びに大口ガス事業者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３８／母２３８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日 （系統）資源エネルギー庁→民間調査

機関→報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，２．中分類項目別ガス販売量（平成１９年度合計） 
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【調査名】 民間企業の研究活動に関する調査 

【実施機関】 文部科学省科学技術・学術政策局調査調整課 

【目 的】 民間企業の研究活動の動向を把握，分析することにより，科学技術政策の立案，推進に資することを

目的とする。 

【調査の構成】 １－民間企業の研究活動に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査実施後１年以

内） （表章）全国 

【経 費】 ３，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－民間企業の研究活動に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１９９ 調査票承認番号（旧）２６７８９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１０億円以上で，社内で研究活動を実施している

企業 （抽出枠）総務省「科学技術研究調査」調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）資本金は平成１９年４月１日現在，その他については調査日現在 （系統）文部科学省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月２８日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．研究開発費について，３．研究開発者等の人材について，４．企業の国際

化戦略について，５．他機関との連携について，６．研究開発拠点の海外進出について 
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【調査名】 蚕糸業需給動向調査 

【実施機関】 農林水産省生産局特産振興課 

【目 的】 平成２０年度以降，新たな蚕糸対策を実施する上で，繭・生糸に係る関税割当制度を円滑に運営する

ための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－製糸隔月報（器械製糸・国用製糸・器械玉糸），２－生糸売買取引業者隔月報（生糸市場売

買業者・生糸市場外売買業者），３－生糸売買取引業者隔月報（生糸輸出入業者） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査期間の翌月末日）及びホー

ムページにて公表 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－製糸隔月報（器械製糸・国用製糸・器械玉糸） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２００ 調査票承認番号（旧）２６７９５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）器械製糸業者，国用製糸業者，器械玉糸業者 （抽出

枠）器械製糸業者名簿，国用製糸業者名簿，器械玉糸業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日

現在 （系統）農林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）隔月 （実施期日）調査期間の翌月の５日 

【調査事項】 １．原料繭（在庫数量，受入数量，引渡数量，消費数量），２．生糸（在庫数量，受入数量，生

産数量，引渡数量，生糸量歩合），３．生糸生産量の繊度別内訳，４．生糸の引渡数量内訳，５．

操業状況，６．月末従事者数 

※ 

【調査票名】 ２－生糸売買取引業者隔月報（生糸市場売買業者・生糸市場外売買業者） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２０１ 調査票承認番号（旧）２６７９６ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）生糸市場売買業者（東京市場において現物相場により生

糸の売買を業として営んでいるもの），生糸市場外売買業者（東京市場以外で現物相場により生糸

の売買を業として営んでいるもの） （抽出枠）生糸市場売買業者名簿及び生糸市場外売買業者名

簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）農林水産省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）隔月 （実施期日）調査期間の翌月の５日 

【調査事項】 １．月初在庫数量，２．受入数量，３．引渡数量，４．月末在庫数量 

※ 

【調査票名】 ３－生糸売買取引業者隔月報（生糸輸出入業者） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２０２ 調査票承認番号（旧）２６７９７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）生糸輸出入業者（生糸の輸出及び輸入を業として営んで

いる者） （抽出枠）生糸輸出入業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）農林水産省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）隔月 （実施期日）調査期間の翌月の５日 

【調査事項】 １．月初在庫数量，２．輸入数量，３．受入数量，４．輸出数量，５．引渡数量，６．月末在庫

数量 
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【調査名】 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 

【実施機関】 農林水産省生産局農産振興課 

【目 的】 表示の基準が設定されている土壌改良資材の生産量，輸入量等の調査により，土壌改良資材の利用状

況，流通状況等の実態を調査し，その安定供給等による地力の増進対策を推進するための基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－土壌改良資材の生産量調査票，２－土壌改良資材の輸入量調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「農林水産統計速報」及びホームページにて公表（平

成２０年６月頃） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－土壌改良資材の生産量調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２０５ 調査票承認番号（旧）２６８９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）土壌改良資材の製造業者 （抽出枠）全国土壌改良資材

協議会会員要覧等 

【調査方法】 （選定）全数及び有意抽出 （客体数）１６１ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年１月から１２月末まで （系統）農林水産省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．土壌改良資材の名称，２．土壌改良資材の種類，３．生産量（購入量を含む），４．払出量

（農業用，農業用のうち家庭園芸用。工業用・その他別。） 

※ 

【調査票名】 ２－土壌改良資材の輸入量調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２０６ 調査票承認番号（旧）２６８９２ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）土壌改良資材の輸入業者 （抽出枠）全国土壌改良資材

協議会会員要覧等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３１ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）平成１９年１月から１２月末まで （系統）農林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．輸入土壌改良資材の名称，２．輸入土壌改良資材の種類，３．国名（輸入先），４．輸入量 

５．払出量（農業用，農業用のうち家庭園芸用。工業用・その他別。） 
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【調査名】 新規就農者調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 近年，我が国の農業は，急速な高齢化と後継者不足という構造的な問題に直面しており，将来にわた

り我が国の農業を持続的に発展していくためには，意欲ある担い手の確保・育成は重要な課題となって

いる。農林水産省ではこれらの諸課題に対応するため，平成１７年３月に新たな「食料・農業・農村基

本計画」を策定し，農業の持続的発展を目的とした望ましい農業構造の実現を図るため，新規就農者の

確保・育成を図るための諸施策を推進している。本調査は，近年の新規就農者の就農ルートの多様化の

実態を踏まえ，農家世帯員の新規就農者数のみならず，雇用における新規就農者数についても把握し，

今後の施策の企画・立案，評価に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就業状態調査票，２－新規雇用者調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果の概要」（毎年調査実施年の９月末） 

（表章）全国 

【経 費】 ３４，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－就業状態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２０７ 調査票承認番号（旧）２６８９５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）家族経営体の経営主 （抽出枠）２００５年農林業セ

ンサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０７，０００／母１，９８１，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年４月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→地方

農政事務所→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日現在の状況について６月末までに調査票回収 

【調査事項】 １．農業に従事した１５歳以上の世帯員の年齢，性別，過去１年前及び２年前の生活の主な状態 

※ 
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【調査票名】 ２－新規雇用者調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２０８ 調査票承認番号（旧）２６８９６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）組織経営体及び法人化している家族経営体の経営主 

（抽出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母３３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年４月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→地方農政事務所

→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日現在の状況について６月末までに調査票回収 

【調査事項】 １．過去１年間に新たに雇用した者の年齢，性別，出身（農家又は非農家の別），就業上の地

位，仕事の内容，雇用前の就業状態 
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【調査名】 平成２０年所得再分配調査 

【実施機関】 厚生労働省政策統括官付政策評価官室 

【目 的】 社会保障制度及び租税制度による所得再分配の状況や所得再分配による所得格差の変化の実態を明ら

かにし，社会保障制度が国民生活にどのように機能しているかを確認し，厚生労働行政の企画立案のた

めの基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３７年を初回として実施され，その後，昭和４２年と昭和４７年に実施された後は，３年ごとに

実施されて現在に至っている。また，平成１７年調査から調査票を従来の２種類から１種類に変更し

た。 

【調査の構成】 １－平成２０年所得再分配調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「所得再分配調査結果報告書」（集計完了

後） （表章）全国 

【経 費】 ２８，９７３千円 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年所得再分配調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２０９ 調査票承認番号（旧）２６０６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）平成２０年国民生活基礎調

査調査地区１，０８８調査地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，５００ ３７，５００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）平成１９年１月１日から１２月３１日までの１年間及び平成２０年

７月１０日から８月９日までの１ヶ月間 （系統）厚生労働省→都道府県→（市・特別区及び福祉

事務所を設置する町村）→福祉事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年８月１１日～１９日 

【調査事項】 １．拠出金及び受給金の状況，（１）性別，（２）出生年月，（３）生命保険・損害保険の掛

金，（４）自動車税・軽自動車税，（５）仕送り，（６）生命保険・損害保険の保険金，２．医療
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の受療状況，（１）性別，（２）出生年月，（３）医療機関への通院や入院の有無，（４）治療費

支払方法，（５）年間の通院日数（歯科と歯科以外を別に回答），（６）年間の入院日数，３．介

護の給付状況，（１）性別，（２）出生年月，（３）要支援・要介護状態区分，（４）介護利用日

（居宅サービス，施設サービス，地域密着型サービスの別に回答），４．保育所の利用状況，

（１）性別，（２）出生年月，（３）保育所の利用期間，（４）保育料（年額） 
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【調査名】 第４回全国家庭動向調査 

【実施機関】 厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部 

【目 的】 本調査は，家庭動向を全国規模で把握しうる唯一の調査として，他の公式統計では捉えることの出来

ない「出産・子育て」，「高齢者の扶養・介護」をはじめとする家庭の諸機能の実態，変化要因を把握

し，社会サービス施策の重要性が高まるなかで少子高齢社会への対応の基本的方向性を示し，厚生労働

行政施策立案の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－第４回全国家庭動向調査世帯調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計完了後） （表

章）全国，都道府県 

【経 費】 ３７，４３３千円 

※ 

【調査票名】 １－第４回全国家庭動向調査世帯調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年２月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２１０ 調査票承認番号（旧）２３２７９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２０年国民生活基礎調査の調査地区から３００地区

を抽出 （抽出枠）平成２０年国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自

計 （把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→（保健所を設置する

市・特別区）→保健所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年６月２５日～０７月２５日 

【調査事項】 １．世帯の構成，（１）世帯の人数，（２）報告者からみた世帯員各自との続柄等，２．夫婦の

人口学的・社会経済的属性，（１）結婚年数，（２）結婚の届出状況，（３）夫との同居等の状

況，（４）夫婦の生年月日・兄弟姉妹数・学歴・就業状況・通勤時間・年収等，３．両親，子ども

に関する事項，（１）子どもの人数・生年月日・性別，（２）子どもとの同居等の状況，（３）子

どもの配偶状況・就業状況・学歴，（４）子どもとの会話頻度・連絡手段，（５）子どもへの経済
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的支援の状況，（６）子どもからの経済的支援の状況，（７）親の生年月日・学歴・就業状況，

（８）親の生存状況，（９）親との会話頻度・連絡手段，（１０）親に対する手伝い・世話の状

況，（１０）親への経済的支援の状況，４．出産・育児，扶養・介護に関する事項，（１）第１子

出産前後の就業状況，（２）出産に貢献した（貢献する）支援制度等，（３）出産時の相談相手

等，（４）親を介護するようになる前後の就業状況，（５）親の要介護度，（６）親に対する介護

の状況，（７）介護に貢献した（貢献する）支援制度等，５．日常生活でのサポート資源に関する

事項，（１）各種サービスや家電製品の利用状況，６．夫の家事・育児に関する事項，（１）夫の

家事・育児の時間と内容，（２）家事・育児に関する夫への期待，７．夫婦関係に関する事項，

（１）コミュニケーションの状況，（２）夫婦間の主導権，８．子どもや家族に関する考え方（意

識）に関する事項，（１）家族の概念・要件，（２）家族の重要な機能，９．資産の継承に関する

事項，（１）住居の所有状況，（２）保有する不動産・金融資産，（３）子どもへの不動産・金融

資産の継承の意思・継承する子 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 第９期市政アドバイザー第４回意識調査 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局広聴課 

【目 的】 具体的施策や事業についての意見を求めるほか，市民生活に関する意識を市の事業や施策を実施して

いく上での基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－第９期市政アドバイザー第４回意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページにて公表（平成

２０年４月頃） （表章）市区町村 

【経 費】 ３００千円 

※ 

【調査票名】 １－第９期市政アドバイザー第４回意識調査票 

【受理年月日】 平成２０年２月８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８００５ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）第９期市政アドバイザー （抽出枠）住民基本台

帳，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５０／母１，２６９，７３６ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年３月上旬（予定） 

【調査事項】 １．情報を得るために利用している媒体に関するもの，２．神戸市の広報番組の視聴の有無，

３．神戸市のホームページの利用の有無等 
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【調査名】 廃ペットボトルの輸出等市町村における独自処理に関する実態調査 

【実施機関】 環境省大臣官房 

【目 的】 海外への輸出や国内の廃棄物事業者との独自契約によるリサイクル等，市町村における使用済ペット

ボトルの独自処理についての実態を調査し，容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法

律（平成７年法律第１１２号）の改正の効果を把握し，今後の円滑な運用に向けた政策立案のための基

礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－廃ペットボトルの輸出等市町村における独自処理に関する実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」調査実施後６ヶ月以内

に刊行，環境省ホームページ上に掲載 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－廃ペットボトルの輸出等市町村における独自処理に関する実態調査調査票 

【受理年月日】 平成２０年２月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８００６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）全市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８２７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）環境省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月中旬～平成２０年３月上旬 

【調査事項】 １．ペットボトルの再商品化量，指定法人，独自のルートでの処理量，２．引き渡し先の事業者

名，所在地，業種，事業者ごとの引き渡し量，３．事業者へ引き渡す際の使用済ペットボトルの状

態，４．引き渡した使用済ペットボトルの最終的な行き先，５．（輸出している場合）使用済ペッ

トボトルの輸出量，輸出国名，輸出時の使用済ペットボトルの状態の確認方法，６．引き渡し事業

者の選定または契約時の再商品化等取り扱いに関する要件設定の有無，７．（要件を設けている場

合）引き渡し事業者に対する取り扱い要件の内容，要件の確認方法，８．独自ルートについての市

民に対する情報提供の有無，内容，９．引き渡し価格の決定方法，平成１８年度及び直近の引き渡

し価格，１０．市町村の独自ルートで処理している理由，１１．平成２０年度に市町村独自ルート

で事業者に引き渡す予定の有無，１２．平成２０年度に引き渡すペットボトルの利用状況の確認の
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予定の有無（指定法人ルートのみで処理している市町村への調査事項），１３．平成２０年度に市

町村独自ルートで事業者に引き渡す予定の有無（独自ルートへの（一部）移行を予定している市町

村への調査事項），１４．市町村独自ルートでの処理を予定した理由 
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（２） 変更 

【調査名】 福祉行政報告例 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 社会福祉関係諸法規の施行に伴う各都道府県，指定都市及び中核市における行政の実態を数量的に把

握して，国及び地方公共団体の社会福祉行政運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和１３年から実施されていた「厚生省報告例」（昭和１３年１月訓令第１３号）が平成１２年に廃

止されたことに伴い，新たな「社会福祉行政報告例」として発足した。 

【調査の構成】 １－生活保護法関係（１３表），２－障害者自立支援法関係（７表），３－特別児童扶養手当等

の支給に関する法律関係（１表），４－知的障害者福祉法関係（３表），５－老人福祉法関係（４

表），６－売春防止法・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律関係（３表），７

－民生委員法関係（１表），８－社会福祉法等関係（２表），９－児童福祉法関係（１５表），１

０－戦傷病者特別援護法関係（４表），１１－民生委員法・児童福祉法関係（１表），１２－児童

扶養手当法関係（１表），１３－中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律関係（９表），１４－身体障害者福祉法・障害者自立支援法関係（１表），１５－児

童福祉法・母子保健法関係（１表），１６－特別児童扶養手当等の支給に関する法律及び国民年金

法等の一部を改正する法律関係（１表），１７－身体障害者福祉法関係（１表） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「社会福祉行政業務報告」（平成２１年９月） （表

章）全国・都道府県・指定都市・中核市 

【経 費】 ８，６７２千円 

※ 

【調査票名】 １－生活保護法関係（１３表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）月末，年度末 （系統）厚生労働省→報告者 
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【周期・期日】 （周期）年，月 （実施期日）翌月末，翌年度４月末，当該年度の１０月末 

【調査事項】 １．保護の種類別被保護世帯数及び被保護人員，２．医療扶助人員，３．介護扶助人員，４．世

帯の労働力類型別被保護世帯数，５．保護施設・在所者，６．保護の開始・廃止及び変更，７．保

護開始の理由・世帯類型・世帯主の年齢階級別世帯数，８．保護歴を有する世帯の保護開始理由別

世帯数，９．保護開始前の医療保険の加入状況別保護開始人員，１０．保護廃止の理由・世帯類

型・世帯主の年齢階級別世帯数，１１．医療費の審査及び決定，１２．医療扶助実施状況，１３．

審査請求に対する裁決 

※ 

【調査票名】 ２－身体障害者福祉法関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．身体障害者手帳交付台帳登載数 

※ 

【調査票名】 ３－身体障害者福祉法・障害者自立支援法関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．身体障害者更生相談所における処理 

※ 
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【調査票名】 ４－障害者自立支援法関係（７表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．身体障害者・児の補装具費の支給（購入・修理），２．身体障害者・児の特例補装具費の支

給（購入・修理），３．自立支援医療（身体障害者の更生医療），４．自立支援医療（精神障害

者・児の精神通院医療），５．自立支援医療における所得区分の状況，６．市町村における相談支

援，７．自立支援医療（身体障害児童の育成医療） 

※ 

【調査票名】 ５－児童福祉法・母子保健法関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．未熟児の養育医療及び結核児童の療育の給付 

※ 

【調査票名】 ６－特別児童扶養手当等の支給に関する法律及び国民年金法等の一部を改正する法律関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 
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（記入）自計 （把握時）月末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月末 

【調査事項】 １．障害児福祉手当等の認定及び受給資格者異動状況 

※ 

【調査票名】 ７－特別児童扶養手当等の支給に関する法律関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）月末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月末 

【調査事項】 １．特別児童扶養手当受給資格者の認定及び異動状況 

※ 

【調査票名】 ８－知的障害者福祉法関係（３表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．知的障害者更生相談所における処理，２．職親・職親に委託されている知的障害者，３．療

育手帳交付台帳登載数 

※ 

【調査票名】 ９－老人福祉法関係（４表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）当該年度の４月末，翌年度４月末， 

【調査事項】 １．老人ホーム・在所者，２．養護老人ホームの措置人員（４月１日現在），３．訪問介護，通

所介護及び短期入所生活介護（被措置者分），４．老人クラブ・会員数 

※ 

【調査票名】 １０－売春防止法・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律関係（３表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．婦人相談所及び婦人相談員の経路別受付，２．婦人相談所及び婦人相談員の処理状況，３．

婦人保護施設入退所者の状況 

※ 

【調査票名】 １１－民生委員法関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．民生委員（児童委員）の推薦状況 

※ 
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【調査票名】 １２－民生委員法・児童福祉法関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．民生委員（児童委員）の活動状況 

※ 

【調査票名】 １３－社会福祉法等関係（２表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．社会福祉法人数・許可件数，２．社会福祉法人等に対する指導・監督 

※ 

【調査票名】 １４－児童福祉法関係（１５表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）月末，年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年，月 （実施期日）翌月末，翌年度４月末，当該年度の１１月末 

【調査事項】 １．児童相談所経路別児童受付，２．児童相談種類別児童受付，３．児童相談種類別対応件数，
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４．児童相談所における措置停止・措置中等の調査・診断・指導・措置解除，５．一時保護児童，

６．児童相談所における調査・診断及び心理療法・カウンセリング等，７．児童相談所における養

護相談の理由別対応件数，８．市町村における養護相談の理由別対応件数，９．児童福祉施設・在

所者，１０．助産施設・母子生活支援施設在所者，１１．保育所・在所者，１２．私立保育所の費

用徴収階層別入所人員及び運営費，１３．里親，１４．里親に委託されている児童，１５．福祉事

務所における処理 

※ 

【調査票名】 １５－児童扶養手当法関係（１表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）月末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月末 

【調査事項】 １．児童扶養手当受給資格者の認定及び異動状況 

※ 

【調査票名】 １６－戦傷病者特別援護法関係（４表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年度４月末 

【調査事項】 １．戦傷病者手帳交付台帳登載数，２．戦傷病者等の療養の給付・療養費の支給及び療養手当受

給者数並びに更生医療給付決定件数，３．戦傷病者の補装具支給及び修理，４．戦傷病者乗車券引

換証受給者数 
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※ 

【調査票名】 １７－中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律関係（９表） 

【受理年月日】 平成２０年２月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００５ 受理番号（旧）２０７００８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）月末，年度末 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年，月 （実施期日）翌月末，翌年度４月末 

【調査事項】 １．給付金の種類別被給付世帯数及び被給付実人員，２．給付の開始・廃止及び変更，３．性・

年齢階級別給付人員，４．医療支援給付人員，５．介護支援給付人員，６．世帯の労働力類型別被

給付世帯数，７．医療費の審査及び決定，８．医療支援給付実施状況，９．審査請求に対する裁決 
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【調査名】 新規就農者調査（新規参入者調査） 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 近年，我が国の農業は，急速な高齢化と後継者不足という構造的な問題に直面しており，将来にわた

り我が国の農業を持続的に発展していくためには，意欲ある担い手の確保・育成は重要な課題となって

いる。農林水産省ではこれらの諸課題に対応するため，平成１７年３月に新たな「食料・農業・農村基

本計画」を策定し，農業の持続的発展を目的とした望ましい農業構造の実現を図るため，新規就農者の

確保・育成を図るための諸施策を推進している。本調査は，近年の新規就農者の就農ルートの多様化の

実態を踏まえ，農家，非農家の出身を問わず，土地や資金等を独自に調達し，新たな農業経営を開始し

た者として，新規参入者数について把握し，今後の施策の企画・立案，評価に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－新規就農者調査新規参入者調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果の概要」（毎年調査実施年の９月末） 

（表章）全国 

【経 費】 ３４０千円 

※ 

【調査票名】 １－新規就農者調査新規参入者調査票 

【受理年月日】 平成２０年２月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００６ 受理番号（旧）１０７０１９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業委員会 （属性）農業委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８２２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１９年４月から平成２０年３月の間 （系統）農林水産省→地方農政局→地方農政事務所

→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日に調査を実施 

【調査事項】 男女別，年齢階層別の農業への新規参入者数 
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【調査名】 お客さまニーズ調査 

【実施機関】 神戸市水道局経営管理課 

【目 的】 世帯及び企業における水道水の利用状況，節水への取組状況等を把握するとともに，水道局の事業に

対する世帯及び企業の評価を把握し，今後の水道事業の経営の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－お客さまニーズ調査，２－お客さま（事業所）ニーズ調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年４月頃） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－お客さまニーズ調査 

【受理年月日】 平成２０年２月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００７ 受理番号（旧）１０６０７５ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）世帯 （属性）水道使用世帯 （抽出枠）水道局契約者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母７００，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月上旬（予定） 

【調査事項】 １．水利用の実態，２．節水の状況，３．水道水に対する満足度，４．水道料金に対する満足

度，５．水道事業等に対する満足度，６．水道事業の広報活動に対する満足度，７．検針業務等，

８．水道局のサービスに対する満足度等 

※ 

【調査票名】 ２－お客さま（事業所）ニーズ調査 

【受理年月日】 平成２０年２月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）企業 （属性）水道利用企業 （抽出枠）水道局契約者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４００／母５０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→民間調査機関→報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月上旬（予定） 

【調査事項】 １．水利用の実態，２．節水の状況，３．水道事業に対する満足度等 
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【調査名】 平成１９年度北九州市国際ビジネス実態調査 

【実施機関】 北九州市 

【目 的】 本市における国際ビジネス関連企業の動向及びニーズを把握し，貿易振興施策に反映させる。 

【調査の構成】 １－平成１９年度北九州市国際ビジネス実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」平成２０年５月 記者発表 （表

章）都道府県 

【経 費】 ２，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－平成１９年度北九州市国際ビジネス実態調査調査票 

【受理年月日】 平成２０年２月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００８ 受理番号（旧）２９９００５ 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）企業 （属性）貿易を行っている企業及び今後貿易を行う可

能性のある企業 （抽出枠）業務資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，５００／母２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送・ファクシ

ミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）北九州市→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．企業概要（１）事業所名，所在地，事業所の形態，代表者名，設立年等，（２）本社の所在

地，代表者名，設立年等，資本金，従業員数，産業分類，業種分類，主要商品，２．海外事業の関

心事項（１）情報が必要とされる国，地域及び情報入手方法（分類毎），３．海外取引の現状につ

いて（１）輸出業務の形態，輸出品名と相手国，輸出を希望する品名と相手国，（２）輸入業務の

形態，輸入品名と相手国，主な輸入商品，輸入を希望する品名と相手国，輸入の取引相手を探す方

法，（３）海外進出の形態及び活動内容，今後海外進出したい相手国と活動内容及び目的，企業全

体の国内生産及び販売に対する海外生産・販売比率，（４）海外企業との提携内容，今後海外企業

と提携したい相手国と提携内容，４．海外高度人材等，外国人の活用について（１）外国人の活用

の有無等，（２）今後，外国人を雇用する意思の有無等，５．その他要望事項等， 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(4) (4) (4) (4) (16)

83 59 81 67 58 71 97 18 25 35 11 4 6 8 623

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 6 5 3 6 3 6 2 1 97

(3) (4) (4) (5) (4) (20)

105 77 91 72 63 76 103 23 28 41 14 10 8 9 720

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 112 8 12 8 3 10 6 22 501

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 162 35 33 30 14 23 15 26 601

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 274 43 45 38 17 33 21 48 1102

2 2 0 0 0 1 1 6

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (4) (32)

22 10 16 13 14 35 40 11 8 6 2 3 9 4 193

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (4) (33)

23 11 18 13 15 35 40 11 8 6 2 3 9 4 198

(1) (1) (1) (1) (1) (5)

102 106 101 108 142 139 184 6 23 7 6 14 14 9 961

308 298 312 278 193 216 241 51 41 44 44 50 39 39 2154

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 10 2 2 2 2 4 27

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

380 355 321 358 299 355 321 82 70 41 66 90 46 58 2842

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

688 661 635 643 502 576 575 136 114 87 113 141 89 97 5057

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 290 56 90 53 37 56 70 25 3004

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 86 24 17 17 29 6 17 15 666

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 4 211

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 2 34

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (1) (2) (116)

143 182 226 154 80 91 85 32 25 24 13 17 14 43 1129

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (124)

711 730 767 621 532 512 469 116 135 95 82 80 105 89 5044

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 101 24 5 26 2 27 24 25 1020

11 1 7 11 27 4 10 71

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 73 11 9 15 11 3 3 3 574

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (28) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (3) (210)

309 249 272 212 186 166 170 21 9 13 14 9 15 16 1661

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (29) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (3) (235)

579 462 490 394 395 306 344 67 24 61 38 66 46 54 3326

(30) (49) (22) (27) (9) (18) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 244 45 55 30 11 38 43 12 1590

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (15) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 101 20 15 34 28 54 15 36 1375

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (33) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 345 65 70 64 39 92 58 48 2965

(4) (12) (14) (11) (11) (8) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (1) (68)

2 1 4 11 1 1 1 2 2 25

65 116 168 122 122 65 93 6 16 10 26 16 24 16 865

30 52 84 61 61 29 49 3 8 5 13 8 9 8 420

2591 2532 2533 2328 2118 2173 2345 469 449 400 312 440 353 361 19404

2621 2584 2617 2389 2179 2202 2394 472 457 405 325 448 362 369 19824

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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年（月） 備　考

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

(4)

3 1 1

1 1

(4)

1 3 1 1 1

6 8 1 3 2

5 7 3 7 1 8

5 6 7 11 1 7 4 10

1

(4)

2 1 1

(4)

2 1 1

(1)

7 (1) 1

2 9 16 2 3 2 1 4 1 5

(1)

5 5 8 16 9 13 9 2

(1)

5 7 9 24 18 12 15 1 4 10 7

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成19年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

平成20年
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

24

11

2 2

1 1

(2)

3 2 2 7 5 8 8 7

(2)

3 39 1 2 7 5 8 8 3 7

2 1 1 1 1 19

4 8

2 1

(2) (1)

6 4 1 2 1 2 8

(2) (1)

12 1 5 2 1 3 3 21 8 8

1 1 1 2 4 2

4 2 3 10 2 5 2 2 1 2

5 3 1 5 10 2 5 2 2 5 4

(1)

2

8 4 2 2

4 2 1 1

34 59 18 45 31 31 23 19 22 34 34 27

34 63 20 45 31 32 23 20 22 34 34 27

平成19年年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

平成20年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

新 規 58 54 43 39 32 27 11 5 8 8 4 4 8 6 307

変 更 69 72 99 108 88 79 103 15 23 29 15 30 30 19 779

中 止 6 3 7 11 9 1 2 1 1 5 5 3 54

新 規 358 282 367 354 355 389 386 75 63 67 72 80 63 64 2975

変 更 329 299 199 140 177 210 218 88 29 74 62 54 87 35 2001

中 止 4 4 8 2 15 16 39 10 4 4 7 4 24 6 147

新 規 105 82 85 124 139 127 130 26 28 240 371 30 38 39 1564

変 更 131 65 55 49 61 114 93 24 24 16 12 14 15 10 683

中 止 1 1 5 2 12 1 3 2 1 0 28

新 規 2 6 2 1 0 11

変 更 10 9 10 16 16 9 5 2 2 1 1 3 84

中 止 2 3 1 1 2 1 1 0 11

新 規 523 424 495 517 528 543 528 106 99 315 447 114 109 109 4857

変 更 539 445 363 313 342 412 419 127 78 121 90 98 133 67 3547

中 止 13 4 14 11 31 19 62 12 10 6 10 10 29 9 240

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

新 規 1 1 2 1 1 1

国 変 更 6 1 1 2 1 3 2 1 2

中 止 3

新 規 2 4 4 4 7 11 12 6 4 2 3

変 更 3 1 4 5 5 3 7 3 1 2

中 止 3 1 1 1

新 規 4 6 13 5 4 1 1 1

市 変 更 1 1 2 1 1 4 1 2

中 止

新 規

変 更 1

中 止

新 規 3 5 6 9 7 17 26 11 8 3 4 2

変 更 10 1 1 6 8 7 4 8 7 7 4 4

中 止 6 1 1 1

年（月）

実施機関名

平成20年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成19年
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